
本検討会における今後の検討について

2025年2月19日

資源エネルギー庁・電力広域的運営推進機関
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本日の議論

• 本検討会では、2023年2月以降、これまで12回にわたり、同時市場の在り方等についての議

論を行い、2024年11月に中間取りまとめを公表した。

• この同時市場については、2025年2月18日に閣議決定された第７次エネルギー基本計画にお

いて、その導入に向けて本格的に検討を深めていくとの政府方針が示された。また、現在、

電力・ガス基本政策小委員会で行われている電力システム改革の検証においても、同様の方

針が示される方向である。

• 以上を踏まえ、本検討会においても、議論を再開し、同時市場の導入に向けた検討を本格的

に行っていくこととしたい。

• 本日は、本検討会における検討を再開するにあたり、今後の検討の方向性や、制度設計に関

する論点、導入準備の進め方について、幅広く御議論をいただきたい。
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（参考）今後の検討の進め方（中間取りまとめ）

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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１．同時市場の検討の方向性について

２．同時市場の制度設計に関する論点について

３．同時市場の導入準備について



同時市場の必要性

• 現在、卸電力市場、需給調整市場における取引や、一般送配電事業者の需給運用に関し、様々な課題が顕在化してい

る。同時市場は、これらの課題の解決と、再エネ大量導入という将来的な環境変化への対応が可能な市場制度として

その導入が提案され、本検討会ではその在り方等についての検討を重ねてきた。

5第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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課題①：需給ひっ迫・市場価格高騰

第32回電力・ガス基本政策小委員会（2021年3月26日）資料7から抜粋・一部編集

• 2021年１月、寒さによる需要増と燃料制約等に起因して、JEPXスポット市場価格が高騰。最高価格は250円/kWh、

１日の平均価格は150円/kWhを超える水準まで高騰した。市場連動型料金メニューの需要家の料金高騰、小売事業

者の撤退による無契約の需要家の発生、託送料金・インバランス料金の未回収等、社会的にも大きな影響が生じた。
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（参考）スポット市場価格の推移

第82回 電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日）資料３から抜粋



• 需給ひっ迫、市場高騰時の需給運用に関する広域機関と監視委の検証結果は以下のとおり。特徴として、実需給断面

での予備率は確保されていたものの、燃料制約等によりスポット市場で売り切れが生じたことが指摘されている。

8

（参考）2020年度冬期の電力需給実績の検証

第35回 電力・ガス基本政策小委員会（2021年5月25日）参考資料から抜粋 「2020年度冬期の電力需給ひっ迫・市場価格高騰に係る検証中間取りまとめ」（2021年６月）から抜粋
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（参考）市場高騰のメカニズム

第32回電力・ガス基本政策小委員会（2021年3月26日）資料３から抜粋
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課題②：需給調整市場の応札量

• 需給調整市場では、2024年４月から全５商品の取扱いを開始したが、約定量が募集量を大幅に下回る状況が発生。

第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4より抜粋

• これにより、市場を通じた調

整力の確保について、安定性

及び効率性の両面から課題が

生じている。

• 現在は、エリアごとの状況、

余力活用コストとのバランス

などを考慮した募集量削減を

するとともに、2026年度から

は全商品の前日取引化等の対

応が予定されている。
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課題③：起動費を考慮した入札・費用回収

• 火力電源の運転費用は、伝統的に、起動費と総燃料費に基づき算出されている。例えば、下記電源出力パターン例の

運転費用は、起動費２回分とオレンジ色部分の燃料費の合計となる。

• 市場を通じて電力を取引するには、現在は、発電費用を１つの単価（円/kWh、円/ΔkW）で表現する必要がある。

その場合に、起動費をどのように入札価格に織り込み、かつ、取り漏れのない回収を可能とするかは、卸電力市場と

需給調整市場に共通した難しい問題となっている。

停止時間

通常運転の
最低出力

停止時間

起動 起動

電源出力パターン（例）

停止時間 2時間以内 8時間以内 56時間以内 56時間超

起動費単価（円／回） 100万円 200万円 300万円 400万円

起動費（例）

燃料費＝出力ごとの燃料費を合計

起動費
＝下表に基づき算出

第4回需給調整市場検討小委員会（2018年5月23日）資料3から抜粋



• スポット市場では、ブロック入札として起動費を織り込む入札（下記参照）が可能であるが、発電事業者が市場価格

を予測して適切にブロックを設定することが必要。発電事業者の予測が外れると、ブロックの全てが不落となり、発

電事業者としては収益機会を逃し、社会全体としても電源の有効活用が図れないこととなる。
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（参考）スポット市場の場合（ブロック入札）

2021年度冬期に向けた小売電気事業者向け勉強会（2021年11月9日）資料3-1から抜粋
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（参考）需給調整市場の場合（起動費の割り付け）

• 需給調整市場でも、入札価格への起動費の織込み方法は課題となってきた。入札価格への起動費の過大な算入を防止

しつつ、取り漏れを防ぐ観点からは、起動費の全部又は一部を事後精算とすることが考えられる。しかし、その場合、

入札価格に起動費が反映されなくなり、相対的に起動費の高い電源が約定してしまうなど、約定電源を入札情報に基

づいて適切に選定できない問題が生じうる。

• なお、現在は、以上の点も勘案し、起動費１回分のみを入札ブロックに必ず均等に割り付け、取り漏れた分は事後精

算とすることが予定されている。

第89回 制度設計専門会合（2023年9月29日）資料７から抜粋 第99回 制度設計専門会合（2024年7月30日）資料４から抜粋

起動費を事後精算とする案
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（参考）需給調整市場の場合（起動費事後精算）

第１回 制度設計・監視専門会合（2024年9月30日）資料8から抜粋
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課題④：需給運用の困難化

• 変動性再エネ電源の大量導入等により、調整力必要量が増加するほか、需給予測の時々刻々の変化も拡大すると考え

られる。また、将来的には系統混雑の増加も想定されている。

• このような需給運用・系統運用の困難化が進むと、電源運用が煩雑になり、混雑管理（再給電）費用も増加するなど、

安定性・効率性の両面から深刻な問題となりうる。
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（参考）調整力必要量の増加

第69回電力・ガス基本政策小委員会（2024年1月22日）資料3から抜粋
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（参考）変動性再エネ電源導入拡大への対応

• 変動性再エネ電源の導入拡大により、再エネ出力制御量は増加傾向にある。また、供給余剰時における

下げ代不足も顕在化し始めており、需給・系統運用は難化しているものと考えられる。

第51回電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキンググループ（2024年5月24日）資料1から抜粋
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（参考）混雑系統の増加

• ノンファーム型接続の増加により、系統混雑が徐々に増加することが想定されている。2029年度には、

基幹系統においても、24設備で混雑発生の可能性が示されている。

第78回広域系統整備委員会（2024年4月10日）資料1から抜粋 第83回 広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3から抜粋



同時市場

• 以上の課題を解決しうる市場制度として提案されたのが同時市場である。同時市場とは、電源の売り入札を起動費、

最低出力費用、増分費用カーブの３つの情報を登録する方法（Three-Part Offer）で行い、電力量（kWh）と調整力

（ΔkW）を同時に取引し、約定させる市場をいう。
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（Three-Part Offer）

電源A

電源B

電源C

電源D

電源E

小売

小売

小売

送配電

送配電

需要・調整力

小売  ：量・価格等を登録

送配電：既定の必要量を調達

同時市場

SCUC・SCED※により
kWhとΔkWを同時に約定

入札情報・系統制約等に基づき、電源を
kWhとΔkWに最適配分し、市場価格を算定

※ SCUC、SCEDとは、Security Constrained Unit Commitment、Security Constrained Economic Dispatchの略。
系統制約等を考慮した上で、電源の起動停止計画（UC）、最も経済的な出力配分（ED）を行うことをいう。
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（参考）同時市場の仕組み（勉強会で提案されたイメージ）

第10回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年6月19日）資料3から抜粋
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検討中の同時市場

• 本検討会の中間取りまとめで提案された同時市場の基本的要素は以下のとおり。このような同時市場を導入すること

については、次ページ以降に記載のとおり、多くのメリットがあると考えられる。

１．同時約定 電力量（kWh）と調整力（ΔkW）を同時に取引し、約定させる市場を導入する。

２. 入札義務
発電事業者は、原則として、kWh市場とΔkW市場の両方に発電余力全量の入札義務を負う。ま
た、需給ひっ迫時等の対応のため、同時市場が電源情報を一元的に把握する仕組みを設ける。

３．Three-Part Offer
電源の入札を、①起動費、②最低出力費用、③増分費用カーブ（限界費用カーブ）の３つの情
報を登録する方法で行い、約定電源は、Three-Part 情報に基づく最適化を行って決定する。

４．SCUC・SCED 約定電源と出力量は、Three-Part 情報に基づき、系統制約等を考慮して決定する。

５．自己計画電源
電源の売り入札について、発電BGが自ら電源起動・出力量を確定させる入札方法も原則として
選択可能とする。

６．アップリフト
kWh価格は同時最適結果のシャドウプライス（需給均衡点における限界費用）とし、市場価格
において起動費等の回収不足が生じる場合には個別の支払により取り漏れを防止する。

７．時間前同時市場
時間前同時市場を導入し、前日市場から実需給までの間にSCUCを繰り返して行い、発電・需要
BGによる取引を可能とする。
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同時市場導入の意義①（同時約定・電源情報の把握）

• 同時市場とは、電力量と調整力を同時に取引する市場である。このような市場を導入することで、kWh市場とΔkW

市場の電源の取り合いが解消され、電源をkWhとΔkWに適切に配分することが可能になり、売り入札不足を原因と

する価格高騰の防止や、変動性再エネ電源の増加に対応するための十分な調整力の確保等の効果が期待できる。

• 発電BGは、上記の制度趣旨も踏まえ、原則として、発電余力の全量をkWh市場とΔkW市場の両方に入札する義務

（※）を負う。 ※入札義務の根拠（適取GL、容量市場リクワイアメント）や対象電源等については今後の検討事項

「2020年度冬期の電力需給ひっ迫・市場価格高騰に係る検証中間取りまとめ」（2021年６月）から抜粋
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同時市場導入の意義①（同時約定・電源情報の把握）

• また、電気事業者等が、入札をするか否かにかかわらず電源情報を提供し、同時市場がこれを一元的に把握・管理す

る仕組みを設けることにより、需給ひっ迫時等において、より安定的・効率的な対応が可能となると考えられる。

3.7.3 電源等情報の一元的な把握・管理／長期固定電源
等を前提とした制度設計78

前日同時市場においては、売り手・買い手の入札だけでなく、
TSOの想定需要や日本全体の電源の起動状況等も踏まえて
約定結果を決めるため、前日段階での全体の需給の状況の把
握が必要となる。加えて、系統混雑管理の観点からは、系統
運用者が把握しない形で発電計画変更（差し替え）が行わ
れると再混雑発生などに伴う不確実性・非経済性が課題となり
うる。また、需給ひっ迫時の対応のため、電源Ⅲの発電余力を
把握する79等の観点からも市場で一元的に発電情報を収集
することは望ましい。このような電源情報の一元的な把握・管理
の観点からは、前日同時市場を通じて必要な情報を把握する
仕組みとすることが効率的と考えられる。なお、前日同時市場
を通じて必要な情報を把握する具体的な方法としては、入札
情報の一つとして求めるか、前日同時市場のシステムへ情報の
み登録することを求めるか、いずれもありうる。

第２回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年2月）資料４から抜粋

「あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会」取りまとめ（2023
年4月25日）から抜粋
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同時市場導入の意義②（ThreeｰPart Offer）

• 前記のとおり、電源の運転費用は、伝統的に、起動費と総燃料費に基づき算出されている。同時市場の基本的な考え

方は、これを踏まえ、電源の３つの費用情報（起動費と、総燃料費を算出するための最低出力費用及び増分費用カー

ブ）に基づいて、入札された電源の起動費と総燃料費の合計が最小となるように電源態勢の組合せ最適計算を行うも

のである。この方法により、運転費用の観点から、最も経済的な電源態勢を求めることが可能となる。

• また、起動費を考慮した入札・費用回収の問題についても、Three-Part Offerに基づく約定の仕組みと、市場価格に

おいて取り漏れた部分の個別補償（アップリフト）の仕組みを設けることにより、解決が可能と考えられる。

• すなわち、前記のとおり、Three-Part情報に基づく最適化

を行って約定電源を決定することにより、起動費を考慮し

た最も経済的な電源態勢を組むことが可能になる。

• そして、この電源態勢の限界費用をkWhの市場価格（シン

グルプライス）とする一方、各電源において市場価格では

不足する部分を個別に補償することにより、電源運用の実

態に応じた発電費用の適切な回収も可能となると考えられ

る。

第2回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）資料5から抜粋

最低出力費用
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同時市場導入の意義③（SCUC・SCED）

• SCUC（ED）とは、Security Constrained Unit Commitment（Economic Dispatch）の略。系統制約等（セキュリ

ティ）を考慮した上で、電源の起動停止計画（UC）、最も経済的な出力配分（ED）を行うことをいう。

• 広域系統整備委員会の想定では、将来的には、基幹系統においても複数箇所で系統混雑が発生する見通しである。そ

の場合、約定電源を決定する上で系統制約をあらかじめ考慮することにより、混雑処理費用の低減が可能となる。

第3回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3から抜粋
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同時市場導入の意義③（SCUC・SCED）

• 本検討会の費用便益分析では、SCUCの導入により混雑処理費用が959～1,252［億円／年］低減可能と試算された。

再給電方式（Step1） 再給電方式（Step2） SCUC・SCED

模擬対象 現行の卸電力市場 再給電方式 同時市場

制約条件
連系線制約：運用容量
地内制約：なし

連系線制約：Step1算定値
地内制約：あり

連系線制約：運用容量
地内制約：あり

総燃料費［億円/年］（燃料費+CO2対策コスト） 38,234～46,978 39,789～49,072 38,830～47,820

第9回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年5月22日）資料5から抜粋 ②広域大の混雑処理による費用低減：959～1,252 ［億円／年］
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（参考）本検討会におけるSCUCロジック①

• 本検討会の検証に使用したSCUCロジック（電力中央研究所）の概要は以下のとおり。

第２回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）参考資料2から抜粋



• 本検討会のSCUCロジックで考慮可能な制約条件は以下のとおり。

28

（参考）本検討会におけるSCUCロジック②

第２回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）参考資料2から抜粋
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同時市場導入の意義④（時間前同時市場）

• 変動性再エネ電源を更に大量に導入すると、需給予測の時々刻々の変動は一層拡大することが想定され

る。時間前同時市場を導入し、各時点の予測の変化に応じた柔軟な電源態勢の組替えを可能とすること

により、より安定的かつ効率的な電源運用が可能となると考えられる。

• 左図は、時間前同時市場でSCUCを行い、その

結果を市場計画電源の約定結果に反映させた場

合のイメージ。時間前同時市場②の断面では、

他の電源にΔkWの確保量が割り当てられている。

• 発電BGは、起動時間制約など電源の各種制約を

運転パラメータとして登録し、市場計画電源と

して入札することで、市場価格の動向も踏まえ

た経済的な電源運用が可能。他方、安定供給に

支障がない範囲で、自己計画電源として入札し、

発電計画を確定させることもできる。

• 時間前の時点でシングルプライスオークション

を導入することによる流動性向上も期待できる。

時間前同時市場による個別電源の出力変更（イメージ）

※ 極端な例を示したものである点に注意
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同時市場導入の意義④（時間前同時市場）

• 広域機関の調整力細分化作業会では、時間前同時市場を導入した場合、TSO予測需要に基づく電源の追加起動が随時

可能となりうることを踏まえ、電源脱落に対応する調整力の一部（継続的な供給力補填分）と、前日市場からGCま

での残余需要予測誤差の一部を確保不要とした。また、同時市場導入に伴い調整力商品の集約を行うこととした。こ

れを踏まえ、本検討会の費用便益分析では、調整力確保費用のうち602～737［億円／年］が低減可能であるとされた。

第60回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2024年2月7日）資料２から抜粋 第9回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年5月22日）資料5から抜粋
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自己計画電源としての入札（セルフスケジュール）

• 以上のとおり、同時市場の仕組みには様々なメリットが認められる一方で、発電事業者の観点からは、Three-Part

Offerの導入等により約定結果の見通しが立てにくくなり、発電事業の予見性が低下するおそれが指摘された。

• 同時市場は短期的な取引の最適化を図る枠組みであり、電源の設備投資や燃料調達の観点からは、中長期的な取引と

の整合性も重要である。また、電源の運転制約の中には、現時点ではSCUCロジックでの考慮が難しいものもある。

kW

絶対出力
容量

Must Run

出力配分
可能領域

Dispatchable
Range

固定出力
Block 

Loading 

自己計画電源
Self  Scheduled Resources

出力容量
上限
Economic 
Max.

出力容量
下限
Economic 
Min.

出力容量
上限
Economic 
Max.

出力容量
下限
Economic 
Min.

＝

kW

（起動・出
力の有無は
約定結果次

第）

出力配分
可能領域

Dispatchable
Range

固定出力
Block 

Loading 

（起動・出
力の有無は
約定結果次

第）

市場計画電源
Pool  Scheduled Resources

出力容量
上限
Economic 
Max.

出力容量
下限
Economic 
Min.

出力容量
上限
Economic 
Max.

出力容量
下限
Economic 
Min.

＝

発電事業者が選択可能

発
電
事
業
者
が
設
定
可
能

• これを踏まえ、本検討会では、発電BGは、

自己計画電源（自ら起動を確定させる電

源）としての入札と、出力容量の上限・

下限を原則として任意に選択・設定可能

とされた。これにより、発電BGは、自ら

の発電計画に基づく運転が可能となる。

• ただし、①相場操縦等の防止の観点から

の取引規律や監視、②容量市場リクワイ

アメントへの対応、③需給ひっ迫等緊急

時の一般送配電事業者による電源運用、

④再エネ出力制御や混雑対応については

引き続き議論が必要である。
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（参考）中長期的な取引との整合性

• 同時市場は、実需給に近い時点で安定的な電源運用とメリットオーダーを追求する枠組みであり、電力の安定供給の

ためには、中長期的にkW（発電設備投資・維持）とkWh（燃料）を確保することも必要であることから、中長期的

な取引との整合性を確保することが重要であるとされた。
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同時市場の検討の方向性

• 本検討会において検討中の同時市場については、前記のとおり、第７次エネルギー基本計画

及び電力システム改革の検証結果の案として、その導入に向け、本格的に検討を深めていく

方針が示されている。

• この点について、今後の本検討会における検討の方向性として、中間取りまとめで提案され

た同時市場の仕組みを前提に、更に必要な検討を行っていく方針でよいか。それとも、現在

検討中の同時市場の仕組みには、大きな懸念点や修正すべき点があると考えられるか。

• また、同時市場の導入の是非を判断する上で、更に検討が必要な事項はあるか。
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（参考）本検討会の検討の全体像

• 本検討会の目的は、以下の２点。一部の論点については、検討・調査を委託、タスクアウトした。

➢ 目的①：作業部会における提案について、約定ロジックの設計や実現性・妥当性、事業者の実務への影響、関係
法令等との関連整理など更に具体的に検証を行い、同時市場の仕組みをより具体化すること。

➢ 目的②：上記具体化の結果も踏まえつつ、同時市場の導入の可否の判断に資するため、費用便益分析を行い、そ
の妥当性について評価すること。
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１．同時市場の検討の方向性について

２．同時市場の制度設計に関する論点について

３．同時市場の導入準備について
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中間取りまとめの整理

• 本検討会では、これまで、同時市場の根幹となる入札、約定、精算の在り方に関して、電源

の入札・運用、時間前市場の設計、市場価格算定・費用回収等の主要論点について議論を行

い、あるべき姿の方向性を検討した。また、変動性再エネ電源、DER、大規模揚水・蓄電池

といった電源の同時市場における取扱いや、同時市場導入による他制度・他市場への影響、

同時市場運営主体の役割等についても、今後の議論の方向性に関して一定の整理を行った。

• 一方、小売電気事業者の買い入札の方法、調整力の市場価格の算定方法、時間前市場の詳細

設計等については、電力システム改革の検証の状況も踏まえつつ、早急に検討を行うことと

された。

• 以上も踏まえ、今後の本検討会で取り上げることが必要と考えられる主な論点について整理

を行ったので、それらの議論の進め方や、挙げたもの以外に検討が必要な事項がないか等に

つき、議論いただきたい。
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（参考）本検討会における制度に関する論点

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料３から抜粋



38

（参考）今後の検討の進め方（再掲）

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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制度設計に関する検討事項

• 同時市場の根幹となる入札・約定・価格算定・精算機能の観点から、同時市場の制度設計に関する主な検討事項を挙

げると以下が考えられる。このうち、前日市場以降の論点については、同時市場の導入の是非の判断を行う上で、現

時点で特に検討が必要と考えられるため、次ページ以降で論点の整理を行った。

１ 週間運用に関する論点 起動時間が長い電源の起動の仕組みの検討

２ 前日市場に関する論点

市場制度 開催時間、参加資格、取引単位等

入札
売り入札義務の在り方、入札方法

買い入札義務の在り方、入札方法

約定 TSOの想定需要に基づく電源確保の在り方

価格算定・精算

kWh価格：系統混雑発生時の市場価格の算定方法

ΔkW価格：価格算定方法、シングルプライス化の是非

アップリフト：対象費用、算定方法、負担方法

３ 時間前市場に関する論点

時間前同時市場の開催回数、開催タイミング

TSOの想定需要に基づく電源確保の在り方

ΔkWの取引の有無、精算方法

前日市場からの入札変更の時間的・内容的限界

４ 実需給に関する論点
調整力kWh価格の算定方法

インバランス料金の算定方法
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検討事項①（売り入札の義務の在り方・入札方法）

• 売り入札の義務の在り方や入札方法については、中間取りまとめでは、主に以下の論点について、引き続き議論が必要とされており、

検討を進めることとしてはどうか。また、以下のほかに検討すべき事項はあるか。

➢ 自己計画電源の入札方法：売り入札の義務・入札方法に関し、中間取りまとめにおいて未整理の論点として、自己計画電源の入

札方法（自己計画電源として電源を運用する場合に、同時市場への入札を必須とするかどうか）がある。自己計画電源について

は、入札と登録のいずれがされても電源態勢は結果として同じになるが、市場入札を行う場合、市場との間で対価のやり取りが

発生し、市場外の相対契約が通常は差金決済取引となるため、法律・会計上の扱いも踏まえて検討が必要。

➢ 自己計画電源入札が制限される場合の考え方：自己計画電源としての入札（又は情報登録）を選択することは原則として自由で

あるが、相場操縦の防止や安定供給の観点から、例外的に、自己計画電源入札や出力容量上下限の設定を制限する必要がある場

合について、引き続き議論が必要。

➢ 運転パラメータの設定の考え方：SCUC・SCEDにより電源の起動停止・出力配分を行うためには、Three-Part情報に加え、電源

の起動時間、出力容量上下限、起動回数制約、運転時間制約等の運転パラメータを登録する必要がある。この運転パラメータに

ついては、原則としては、電源の仕様・性能に基づいて設定を行うことになると考えられるものの、時間前断面（特に夜間や実

需給直前等）での発電事業者の対応負担等の観点から、運転パラメータの設定に一定の裁量を認める必要はないか。

➢ 火力電源以外の入札方法等：再エネ電源等火力以外の電源の入札方法や、相対契約を締結している場合の電源差替の方法につい

ても検討が必要と考えられる。

➢ 小売事業者の売り入札の方法：小売事業者が相対契約で調達した電力を売り入札する場合の入札方法等についても検討が必要。
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検討事項②（買い入札の義務の在り方・入札方法）

• これまで、同時市場への事業者の参加については、発電事業者による電源の売り入札についての検討を主に行い、小

売電気事業者による買い入札の方法については、今後の検討とされていた。

• 発電事業者について、自己計画電源の売り入札の義務の有無が問題になるのと同様に、小売電気事業者についても、

相対契約に紐付く需要について、買い入札を必須とするか、情報登録のみでよいかを整理する必要があると考えられ

る。

• また、買い入札の方法についても、同時市場の仕組みを前提とした場合に想定される事業者のニーズや、SCUC・

SCEDにおける技術的な実現可能性、安定供給上の必要性等を考慮した上で、検討を行うこととしてはどうか。
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検討事項③（TSO想定需要に基づく電源確保）

• 勉強会及び作業部会では、前日市場における確実な電源起動を確保する観点から、約定の時点で、小売

入札需要よりもTSO想定需要の方が大きい場合には、TSO想定需要を基準として電源起動を行うものと

整理されていた（反対に、小売入札需要の方が大きい場合には、売り切れになることがないよう、小売

入札需要で約定処理を行うこととされた）。このTSO想定需要に基づく電源確保の在り方について、以

下のとおり、検討を行う必要があると考えられる。

➢ TSO想定需要によって追加起動された電源を、作業部会では、kWhやΔkWと区別するため、ΔkW-

Ⅰと呼ぶこととしていた。このΔkW-Ⅰについて、作業部会の整理に従い確保することとした場合、

その確保の仕方（出力配分するか、並列指示のみとするか等）

➢ ΔkWｰⅠとして調達された電源の運転費用の回収方法
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検討事項④（市場価格の算定方法）

• 市場価格の算定方法については、主に以下の点について、更なる検討が必要と考えられる。

➢ kWh価格：中間取りまとめでは、同時最適結果のシャドウプライスとすることが選択されたが、SCUCで電源態勢

を決定した場合、エリア内で系統混雑が発生したときは、混雑系統と非混雑系統で異なるシャドウプライスが観

念できる。その場合のkWh価格の算定方法を検討する必要がある。

➢ ΔkW価格：中間取りまとめでは、Three-Part 情報から市場価格を算出することを前提として、シングルプライス

化も検討することとされており、その場合のΔkW価格の算定方法を検討する必要がある。また、この点について

は、同時市場では、現行制度と異なり、kWhとΔkWを同時に取引可能となることや、アップリフトによる起動費

等の取り漏れのない回収が可能となることを踏まえて検討することも重要と考えられる。

➢ アップリフト：本検討会では、検証Aの結果も踏まえ、どのように市場を設計しても起動費等の取り漏れが生じ

うることを踏まえ、アップリフトとして確実な回収が必要と整理された。このアップリフトについては、どのよ

うな場合に、どのような費用の取り漏れが生じるかを想定した上で、アップリフトとして回収を図るべき費用項

目、アップリフトの算定方法、負担方法等を検討する必要があると考えられる。
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（参考）kWhの価格算定について
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（参考）同時市場における市場価格の算定方法

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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検討事項⑤（時間前同時市場の詳細設計）

• 作業部会や本検討会では、時間前市場の在り方として、現行の時間前市場と同様にザラ場の取引を行う

案と、時間前同時市場を開催する案が示され、中間取りまとめでは、より効率的な電源運用が可能にな

る等の理由から、後者を目指すこととされた。

• 他方、時間前同時市場において、kWhだけでなくΔkWも取引対象とすべきかについては、取引の煩雑

さや理論的な難点もあるため、議論を継続することとなっていた。

• 同時市場の導入の是非を判断する上で、時間前の時点における市場の在り方を具体化することは極めて

重要であると考えられる。そこで、今後の本検討会では、時間前同時市場の詳細設計として、①時間前

同時市場の開催タイミング・回数、②取引対象、③入札内容の変更の考え方等について、検証Ａの結果

も踏まえつつ、検討を進めることとしてはどうか。

• また、前記検討事項①記載のとおり、④起動時間等、入札時の運転パラメータの設定方法についても、

時間前の時点における電源運用に係る論点としても、整理しておく必要があると考えられる。
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（参考）時間前同時市場の開催（イメージ）

• 時間前同時市場を開催する場合、その回数やタイミングについては、事業者ニーズを踏まえ

つつ、技術的な観点も考慮した上で検討することが必要と考えられる。

（出所）第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料

【前日同時市場後のイメージ】
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（参考）時間前同時市場の取引・決済対象

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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（参考）時間前同時市場の取引・決済対象

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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（参考）時間前同時市場における入札内容の変更

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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検討事項⑥（実需給に関する仕組み）

• 本検討会では、調整力kWhの価格算定やインバランス料金の算定方法等、実需給に係る制度

については、今後の検討とされていた。

• 調整力kWhについては、現在は、調整力として確保された電源や、余力活用電源の中から、

調整に使用される電源が、発電事業者が登録した単価に基づいてメリットオーダーにより選

定され、マルチプライスで精算が行われる仕組みである。この点について、同時市場におい

ては、電源のThree-Part 情報から調整力kWh価格を算出することが可能であり、その算出

方法を前提として、シングルプライスとすることも考えられるのではないか。

• インバランス料金についても、現在は、調整力kWhとして使用された電源の限界価格を参照

してシングルプライスで料金の算定が行われているところ、同様の考え方でよいか。また、

同時市場の仕組みが新たに導入されることを踏まえ、インバランス補給や精算の在り方につ

いても、何らかの変更を要するか等、検討を進めていくこととしてはどうか。



52

１．同時市場の検討の方向性について

２．同時市場の制度設計に関する論点について

３．同時市場の導入準備について
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同時市場の導入に向けた検討

• 同時市場の導入に向けた検討を進めるにあたっては、これまで行ってきた同時市場の仕組みの検討に加え、①同時市

場の運営主体の在り方と、②導入準備の進め方についての検討も必要と考えられる。

• ①同時市場の運営主体の在り方については、中間取りまとめにおいて、同時市場の運営者は、強靱かつ安定的な事業

運営能力、取引参加者の信頼を得られる中立性・透明性、高度なシステム開発能力を有し、ガバナンス、人材、経理

的基礎等が確保されていることが必要と整理された。これを踏まえ、今後は、同時市場と、関係する各機関や現在開

発中の次期中央給電指令所システムとの関係を整理しつつ、同時市場の運営に必要な業務の検討を行い、求められる

役割や機能といった運営主体の在り方について議論を進めていくこととしてはどうか。

• ②同時市場の導入準備の進め方については、運営主体の在り方に関する議論も踏まえ、市場への参加者等に見通しを

示す観点から、現時点において可能な範囲で、導入に向けたスケジュールや作業目標を検討していくこととしてはど

うか。また、同時市場の導入は、市場取引を行う事業者等に対し、システム改修等の負担を生じさせるものであるこ

とも踏まえ、どのような進め方が望ましいかも併せて検討することとしてはどうか。

• また、以上については電力・ガス基本政策小委員会等に報告し、議論を求めることとしてはどうか。
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（参考）同時市場運営主体の役割について（中間取りまとめ）

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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同時市場と現在の制度の比較

• 導入準備の観点から、前掲の同時市場のコンセプトと現在の制度を比較すると以下のとおり。

同時市場 現在の制度

１． 市場制度
• kWh市場とΔkW市場を同時に開催・約定
• 両方の市場への発電余力全量の入札義務

• 卸電力市場と需給調整市場を別に開催 ※2026年から同日
• 容量確保契約電源については、いずれかの市場への発電余
力全量の入札義務

２． 入札方法
• 電源単位で入札
• Three-Part 情報、電源のパラメータを登録

• kWh：電源を特定せず、量（kW）と価格（円/kWh）を入札
• ΔkW：起動費、逸失利益等を考慮し入札価格を設定

３．
約定／
混雑管理方法

• SCUC：系統制約等を考慮し約定電源を決定
• 系統制約を考慮しないメリットオーダーによる約定
• 再給電方式

４． 自己計画電源
• 自己計画電源入札（量のみの入札）が可能
• 安定供給上可能な範囲でBG余力の活用可

• 最低価格入札により約定可能性を高めることが可能
• 起動電源・出力量は約定結果を踏まえて発電BGが決定

５．
価格算定／
費用回収

• kWh価格：同時最適結果のシャドウプライス
• ΔkW価格：Three-Part 情報から算出
• 取り漏れ分は個別に支払（アップリフト）

• kWh価格：限界電源の限界費用
• ΔkW価格：入札価格に基づくマルチプライス精算。起動費
の事後精算を導入予定

６． 時間前市場
• 時間前同時市場を開催
• シングルプライスオークション複数回を想定
（入札の受付時間は制度設計次第となる）

• kWhのザラバの取引
• 各時間帯の受渡時間の1時間前まで取引可能
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（参考）同時市場と現在の制度の変更点

• 同時市場導入に伴う変更点を市場取引に着目して示すと以下のとおりとなる。

• Three-Part Offer
に基づくkWhとΔkW
の同時約定

１週間前～前日 時間前市場 実需給

• スポット市場：発電・小売BGは、量・価格を入札
• 需給調整市場：発電BGは、機会費用、逸失利益、
その他一定額から算出した価格で入札

• 発電BGがスポット市場と需給調整市場のいずれに入
札するかは任意（容量確保契約電源のみ）

• ザラバ取引
• 旧一電に対し、売り札数に係る要請（常時
３札）がある

• 発電BGは発電計画に基づき出力する
• 送配電は、ΔkW電源、余力活用電源の
中からkWh価格の安い順に用いる

• インバランス料金は調整力kWhの限界価格
に基づき算定し、需給ひっ迫時補正を行う

• 前日市場において、kWhとΔkWを同時に取引・約
定

• 発電BGはkWh、ΔkW両方に余力全量の供出義
務を負う

• 売り入札は、電源単位で、①起動費、②最低出力
費用、③増分費用カーブを登録して行う

• 市場運営者は、入札情報等に基づき、SCUC・
SCEDを行って、約定電源・出力配分・市場価格を
定める

• 前日同様、kWhとΔkWを同時に取引・約定
• 発電BGは引き続き余力全量の供出義務を
負う

• 発電BGが発電計画に基づき出力する点は
同じ

• 送配電は、GCまでに決まった電源態勢の
下で最も経済的となる運用を行う

• インバランス料金は基本的に現行制度と同じ
考え方か

• 時間前同時市
場（シングルプラ
イスオークション）

現在

同時
市場
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現行制度を踏まえた対応の要否

• 前掲のとおり、同時市場と現在の制度を比較すると、主に以下の点が変更となる。

➢ 市場制度 ：kWhとΔkWの同時約定の導入

➢ 入札義務 ：発電BGの両市場への入札義務

➢ 入札方法 ：電源単位でのThree-Part Offerの導入

➢ 約定方法 ：SCUC・SCEDの導入

➢ 価格算定 ：ΔkW価格をThree-Part情報から算定、アップリフトによる取り漏れの防止

➢ 時間前市場：時間前同時市場（シングルプライスオークション）の導入

• 同時市場の導入に向け、各制度の変更の準備を進める上で、どのような点に留意する必要があるか。

• 上記の多くは、部分的に導入してもメリットが得られる仕組みであり、同時市場への円滑な移行が可能

となる利点もあることから、事業者のシステム改修等の負担も考慮しつつ、可能な範囲で、個別制度の

段階的、部分的な先行導入も検討すべきと考えられるか。
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